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ローカルイノベーション 

事業名 寒冷環境対応型 IoT 製品等の開発支援拠点整備事業 交付予定額 274,226 千円 

地方公共団体名 北海道 

事業概要 

北海道には、スマート農業や再生可能エネルギー、航空宇宙産業等 IoT 関連製品の普及が今後見込まれる分野

が多数存在し、加えて IT 企業群やものづくり企業が集積しており、IoT 関連製品を生み出す土壌が整っている。  

一方で、北海道という積雪寒冷な気候で活用可能な製品の開発には、その環境下での製品評価が必要となる

が、域内に試験施設が存在せず、道外の施設に頼っている状況である。 

そのため、地方独立行政法人北海道立総合研究機構工業試験場において、製品評価を工業試験場内で一貫して

行えるようにするための施設・設備を整備し、道内企業が取り組む寒冷対応型 IoT 関連製品の開発・製造を促進

することで、道内事業者の生産性革命を実現する。 

 

事業名 地域資源を活用したグルテンフリーのパン製造拠点整備 交付予定額 60,000 千円 

地方公共団体名 北海道知内町（しりうちちょう） 

事業概要 

知内町は農業を主力としており、中でも米の生産量が多く、特産品である「ふっくりんこ米」の消費拡大による

農業の振興が必要となっている。そのため、新たに町内の道の駅に隣接する町有施設を整備し、米粉を利用したパ

ン製造・販売のための施設を整備することで、付加価値を高めるとともに、グルテンフリーのパンとしてブランド

化し、町内外のコンビニやスーパーへの販売展開を図ることで、農業生産者の生産性革命を実現する。 

 

事業名 廃校を活用した次世代技術実証フィールド整備事業 交付予定額 35,346 千円 

地方公共団体名 福島県いわき市（いわきし） 

事業概要 

若者の流出が著しいいわき市では、地域に魅力ある雇用の場の創出を目指すため、廃校を活用して、AI やディー

プラーニング、ドローン、IoT などの次世代技術の研究開発と実用化のための実証実験拠点を整備する。農業分野

では、IoT（センサー技術等）を活用した栽培管理技術の開発や鳥獣被害を減らすための技術の開発、土木分野で

は、工事現場把握のための鳥瞰視点ロボット（ドローン）の活用や撮影した画像の処理に係るソフトウェア開発等

を行い、加えて、地域の子どもがプログラミングを学べる教育機能も拠点に備えることで、企業の生産性向上と専

門人材育成を通じた、地元企業等の生産性革命を実現する。 
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事業名 ローカルイノベーション拠点整備事業計画 交付予定額 70,470 千円 

地方公共団体名 神奈川県清川村（きよかわむら） 

事業概要 

清川村は年間 200 万人の観光客が訪れる「宮ヶ瀬湖」を有し、その自然豊かな村では地場産野菜や果物、畜産等

が生産されているが、ほとんどが道の駅にてそのまま販売されるに留まっている。そのため、新たに栄養学科を有

する県内大学と企業等が連携し特産品開発を行う、研究拠点（調理場）を整備する。加えて、開発された商品の提

供が行えるレストランを併設し、観光客等を対象として域内での販路を拡大するとともに、都市部の企業のサテラ

イトオフィスを誘致することで、企業との連携により域外への販路も拡大することで、拠点を活用した農業生産者

等の生産性革命を実現する。 

 

事業名 農村活性化センター特産品製造拠点整備事業  交付予定額 20,810 千円 

地方公共団体名 静岡県小山町（おやまちょう） 

事業概要 

小山町では、道の駅「ふじおやま」が観光交流拠点としてリニューアルを行っており、今後国内団体客や外国人

観光客の増加が見込まれるため、新たな商品の開発が求められている。そのため、町営施設である「農村活性化セ

ンター」の機能を拡張し、地域農業の基幹である米やもち米を活用した菓子製造室を新たに整備するとともに、現

在不足している保管場所の増築と既存厨房の改築を行うことで、製造品目と生産能力の大幅な増加を図り、加工品

を土産物販売や贈答品として販路を拡大することで、域内事業者の生産性革命を実現する。 

 

事業名 滋賀県先進的園芸技術研究開発拠点整備事業 交付予定額 82,600 千円 

地方公共団体名 滋賀県 

事業概要 

滋賀県は水田率 92％と稲作に特化した農業経営が多いが、近年、米農家の所得低下や担い手不足、高齢化が深刻

となっている。一方、近郊には京都や大阪等一大消費地があるものの野菜や果樹栽培では全国下位となっている。 

そのため、今回、県農業技術振興センターに、先進的園芸技術研究開発拠点として、多様な環境条件を作出でき

る環境制御装置や養液栽培システム、超減農薬栽培を実現できる病害虫の発生防止のための静電場スクリーン等、

各種設備を備えた研究ハウスを６棟新設し、農業者、民間事業者、大学、国の研究機関等が連携し、生産性の高い

園芸技術開発を進めることで、農業従事者の生産性革命を実現する。 
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農林水産業の成長産業化 

事業名 機能集約による生産性向上に資するための新野菜広域流通拠点施設整備事業 交付予定額 1,220,550 千円 

地方公共団体名 北海道七飯町（ななえちょう） 

事業概要 

七飯町・北斗市には４つの野菜集荷施設が点在しており、人員・輸送時間に無駄が生じている。そのため、統合・

集約し、新たに真空予冷装置を備えた「新野菜広域流通施設」を、鮮度保持が必要な作物の主力産地の近くに整備

する。それにより、鮮度が保持された高品質な青果物の出荷を可能とするとともに、人員の整理統合による余剰人

員を農業従事者の生産指導に充てることが可能となり、農業者の輸送時間及び輸送コストの削減と農業者の生産性

向上が図られ、野菜の品質向上・収益性の増大による、生産性革命を実現する。 

 

事業名 
富山県における高級魚の栽培漁業技術開発に向けた新魚種「キジハタ・アカ

ムツ」種苗生産拠点施設整備計画 
交付予定額 198,091 千円 

地方公共団体名 富山県 

事業概要 

富山県では、栽培漁業センターにおいて、ヒラメ等の稚魚を育て放流し漁獲量の安定化や漁家収入の向上を図っ

ていた。しかし、近年の魚価の低迷により、より付加価値の高い魚へのニーズが高まったことを受け、今回新たに

高級魚であるキジハタやアカムツの種苗生産施設を整備し、稚魚の育成とその放流効果の検証を通じた栽培漁業の

早期の事業化を図るとともに、併せて、新たな地域ブランドとして販路を拡大することで、安定的・効率的な漁業

の推進により漁業従事者の生産性革命を実現する。 

 

事業名 ぎゅっと。立山フルーツ Five-Star Studio 整備事業 交付予定額 40,500 千円 

地方公共団体名 富山県立山町（たてやままち） 

事業概要 

立山町は年間 90 万人超のアルペンスキーの観光客が訪れており、町内で生産されるラ・フランス等の果物の規

格外品を加工しジュースとして販売している。しかし、加工に際しては県外の加工施設に依存しており、販売サイ

ズや加工の製造単位に制約がありため、観光客のニーズに合致した製品開発が出来ず、結果、規格外品の廃棄等が

生じている。そのため、新しくジュース用の搾汁施設を整備することで、観光客向けの製品開発を可能とするとと

もに、ラ・フランス以外の果物を含めた規格外品を少ない単位で活用が可能となるようにすることで、農業従事者

の生産性革命を実現する。 
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事業名 ジビエ「のとしし」活用推進施設整備事業 交付予定額 165,935 千円 

地方公共団体名 石川県、石川県羽咋市（はくいし） 

事業概要 

石川県では、鳥獣による農林物の被害が深刻な問題であり、特にイノシシによる農作物被害は５年で 10 倍に増

加している。一方、能登地域は、国内初の世界農業遺産認定地域であり、農作物被害の拡大が農家の休廃業に拍車

をかけるだけでなく「世界農業遺産」としての価値を失わせる危険性がある。 

そのため、既に県内の羽咋市が、市内の研究施設の一部を活用して取り組む捕獲したイノシシの特産品化（「のと

しし大作戦」）を加速させるため、新たに遊休資産となっている公設研究所を「地域のジビエ拠点」として再整備す

ることで、施設の解体処理能力の向上と特産品生産の拡大を図るほか、近隣市町との連携によるイノシシ肉の多様

な流通経路の拡大、市内外の飲食店でのメニュー化を行い、域内事業者の生産性革命を実現する。 
 

 

事業名 
林業分野における生産性革命の実現に向けたフォレストサイエンスゾーン

強化事業 
交付予定額 74,000 千円 

地方公共団体名 徳島県 

事業概要 

徳島県の林業は、県内人口の減少による住宅への供給減が見込まれることから、新たな需要開拓が必要となって

いる。そのため、新たに「木材利用創造センター」を整備し、より強度が求められる店舗等の非住宅建築への活用

が可能となるよう「実大強度試験」棟を整備するとともに、古民家改修・耐震改修等多様化する市場ニーズに対応

するための新用途開発研究拠点を整備するほか、中小・小規模事業者向けに新商品の試作から性能試験まで一貫し

て行える開放型試験施設、林業現場でのドローンの活用や木材選別をする林業機械操作の研修施設を備えること

で、林業生産現場での「生産性」、木材加工分野での「収益性」の向上を通じた域内事業者の生産性革命を実現する。 

 

事業名 越知町横畠西部地区の食や観光資源を活かした“しごと創生”事業 交付予定額 40,600 千円 

地方公共団体名 高知県越知町（おちちょう） 

事業概要 

越知町横畠西部地区では、高齢化率 56.6％と地域の活性化に取り組む人材不足が課題となっている。そのため、

しごと創出による域外の人材の定着を図るため、新たに廃校施設を活用し、食品加工施設と宿泊施設を併設した複

合施設を整備する。食品加工施設では、ピーマンやトマト等の食資源を活用した新商品開発を行い、宿泊施設では、

食資源を活かしたメニューの提供や開発した新商品等の宿泊客への物販促進に加え、更なる長期滞在を狙った宿泊

体験イベントを行うことで、売上げの増加による労働者の確保を行い地域の担い手確保につなげることで、サービ

ス業分野の生産性革命を実現する。 
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事業名 水上村農産物加工所整備計画 交付予定額 14,500 千円 

地方公共団体名 熊本県水上村（みずかみむら） 

事業概要 

水上村は、地域の稼ぐ力を向上させるため、活動の中核となる第 3セクター「㈱みずかみ」の地域商社機能の強

化に取り組んでいるが、主力商品の苺や生しいたけ等は長期保存に向かないこと、また、加工に当たっての設備不

足や加工後の販路先がないこと等の課題を抱えている。そのため、新たに物産館「水の上の市場」に加工施設を増

築し、少ない製造単位で農産加工品の試作・開発が可能となるようにし、村と「㈱みずかみ」が加工品のＰＲやブ

ランディングによって高付加価値化を図るとともに、カフェスペースを設けることで、域外からの観光客への加工

品等を提供し販促することで、農業従事者の生産性革命を実現する。 

 

事業名 やまえ栗加工施設生産性向上プロジェクト 交付予定額 20,815 千円 

地方公共団体名 熊本県山江村（やまえむら） 

事業概要 

山江村は栗の生産が盛んであり、特産品である「やまえ栗」は、昭和天皇へ献上を契機に高級品として取引され、

最近では、大手コンビニとタイアップしたモンブランや村の加工業者が手掛けた栗の渋皮煮、甘露煮等の加工品が

生産されており、都市部に販路が拡大している。しかし、担い手不足等により、需要に供給が追い付いていないた

め、今回、村の物産館「ゆっくり」の栗加工施設を改修し、規模の拡大と機能の強化を図り、生産量不足の解消と

併せて、中小農家への技術支援等を行うことで、生産性革命を実現する。 
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観光振興 

事業名 道の駅「津軽白神」を拠点とした生産性向上事業 交付予定額 144,828 千円 

地方公共団体名 青森県西目屋村（にしめやむら） 

事業概要 

西目屋村は、日本で初めて世界自然遺産に登録された「白神山地」を有しているが、自然災害や観光地競争の激

化により観光誘客が減少し、加えて、基幹産業である農業も高齢化と担い手不足が生じ、地場産業の衰退が課題と

なっている。そのため、道の駅「津軽白神」にある物産センターBeech「にしめや」に、新たに体験型珈琲焙煎工場

を整備し、生産能力の向上と品質の安定化を通じた白神焙煎珈琲のブランド確立を行うとともに、道の駅にある直

売所やレストランとの連携や、道の駅発で「津軽白神湖」を水陸両用バスで周遊するダムレイクツアー等の観光プ

ログラムの活用等により販路拡大を狙うことで、地場産業の活性化につなげ、域内事業者の生産性革命を実現する。 

 

事業名 
観光と漁業の連動で新たな好循環を生み出す天草市イルカセンター（仮称）

整備事業 
交付予定額 385,673 千円 

地方公共団体名 熊本県天草市（あまくさし） 

事業概要 

天草市通詞島（つうじしま）周辺海域はイルカウォッチングスポットとなっており、年間 10 万を超える観光客が

訪れている。一方、来訪客は地域の８つの小規模事業者が個別に受け入れており無駄が生じ、加えて、近隣に観光

施設がないため、地域経済への波及もなされていない状況である。 

そのため、今回８つの事業者を統合し、「イルカセンター」（仮称）を整備することで、来訪客の一本化による低

コスト化を実現するとともに、地元食材を活用したレストランや地域特産品の加工・販売施設を併設することで製

品の高付加価値化等を行い、域内漁業者の生産性革命を実現する。 
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まちづくり 
 

事業名 田川伊田駅舎施設総合整備計画 交付予定額 119,108 千円 

地方公共団体名 福岡県田川市（たがわし） 

事業概要 

田川市は、福岡市や北九州市等近隣の主要都市から車で約１時間という距離にあるが、宿泊施設が少なく、観光

客の滞在時間が短い。また、かつては商業的施設として利用されていた田川伊田駅舎は、テナント等が順次撤退し、

現在は大部分が空き店舗となっている。 

そのため、田川伊田駅舎を観光ビジターセンターや物産紹介所、飲食店、宿泊施設、地域包括支援スペース及び

講座室等の機能を備えた複合施設に改修することにより、近隣地域の活性化や利用者の利便性向上、地域事業者の

生産性革命を実現する。 

 











  

 


	20180309kyoten
	３-2【事例】地方創生拠点整備交付金



